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平成26年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（環境農林水産関連）
　日頃から、大阪府環境農林水産行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　本府では、成長と安全・安心の両立、その相乗効果による「良き循環」の実現を目指し、「大阪の再生」に全力で取り組んでおります。
大阪の農林水産業については、大消費地である大都市の強みを活かし、新鮮で安全な食の提供を行うとともに、収益性の高い強い農林水産業づくりを目指しています。また、防災やアメニティなど多面的機能を有する農空間、海域・内水面、森林等は、大都市の貴重な癒し空間としても、府民・民間事業者等と共にその保全・有効活用に努めています。
また、近年、環境分野においては、府民が健康で安心して暮らせるよう、良好な大気や水環境の確保に向けた取組みはもとより、資源の循環的利用の促進、地域からの新たなエネルギー社会の構築などの取組みを進めています。

　平成26年度の国家予算編成に当たりましては、本府のこうした取組み姿勢や地域の実情、並びに財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。　　　　　　　　　　
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目　　　次

	１．地域の特性に応じたエネルギー政策の推進･･･････････････････
	

	２．廃棄物の適正処理及び広域化の推進･････････････････････････････
（１）産業廃棄物の不法投棄等に起因する支障除去に関する支援制度の今後のあり方

（２）ごみ処理広域化の促進
	

	３．大阪の農林水産業の推進････････････････････････････････････････
（１）都市農業における「農地の中間的受け皿」の整備・活用
（２）都市農業の推進、都市農地の保全に資する支援制度の拡充
（３）ため池の耐震対策の推進
（４）ウメ輪紋ウイルスの対策

	

	４．米トレーサビリティ法に係る公表規定の追加･････････････

	

	５．動物虐待や生活環境被害発生時の動物の収容取扱････
	

	６．大阪湾における適正な栄養塩類の管理･････････････････････････
	

	
	

	
	

	
	


１．地域の特性に応じたエネルギー政策の推進
　再生可能エネルギーのさらなる普及拡大に向けて、その検討過程等を開示しつつ、平成26年度の固定買取価格を速やかに決定されるとともに、平成27年度以降の買取価格設定の考え方についても早期に提示されたい。また、住宅用太陽光発電の設置補助制度を継続し、審査体制も堅持されたい。

　民生（業務）部門の省エネルギー対策推進に向けては、小口需要家の省エネ対策を促進するＢＥＭＳについて、認知度の向上に努めるとともに、今年度までとされている現行の補助制度を継続の上、小規模な事業者等がより利用しやすいよう補助率等を見直すなど、特に中小事業所の省エネ対策が促進されるような措置を講じられたい。

２．廃棄物の適正処理及び広域化の推進

（１）産業廃棄物の不法投棄等に起因する支障除去に関する支援制度の今後のあり方

府民の安全・安心の確保のため、行政代執行を行う際に、多額の財政負担が生じることのないよう、国や産業界において引き続き財政的負担がなされることが必要である。

　府県等の負担がこれ以上増加することなく行政代執行が適切に実施されるように、平成28年度以降の法制化を視野に入れた恒久的な支援制度を構築すること。また、新たな支援制度の創設に向けて、早急に中央環境審議会に自治体の代表も含めた専門委員会を設け、検討を開始すること。

（２）ごみ処理広域化の促進
　ごみ処理の広域化は、環境対策の高度化のほか、行政コストの削減や発電効率の向上等のメリットがある一方、施設所在市町村の住民理解や関係自治体間の合意形成が難しいケースもあるなどの課題がある。
　このため、今後、一層のごみ処理の広域化を促進する観点から、循環型社会形成推進交付金制度等の国の財政支援制度において、一部事務組合などの組織化やその運営に要する経費への助成や、施設立地自治体への優遇措置など、広域化を加速化できるような制度を充実されたい。
３．大阪の農林水産業の推進

（１）都市農業における「農地の中間的受け皿」の整備・活用
　府域においては、園芸農業を中心に都市農業の維持・発展に取り組むとともに、保全すべき農空間を明確にした上で、多面的機能の発揮、住民参加による保全活動や営農環境の改善について支援している。加えて平成23年度より、府独自に一定の要件を備えた都市住民への下限面積未満の利用権設定を行う準農家制度をスタートさせるとともに、農業参入を希望する企業など、多様な担い手の参入を促進している。
現在、国で検討されている「農地の中間的受け皿」の今後の制度設計にあたっては、これら大都市域での農業の振興や農空間保全に努める本府の事情を考慮し、農地の規模・地域や担い手の要件等について、同制度が活用できるよう十分配慮されたい。

（２）都市農業の推進、都市農地の保全に資する支援制度の拡充
生産緑地において、ニーズの高い都市住民など多様な担い手の参入を促進することで、都市農業の振興や都市農地の保全が図られるよう、農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定を可能とされたい。

併せて、相続税納税猶予制度についても、市街化調整区域内農地と同様、生産緑地においても農業経営基盤強化促進法に基づく貸借や特定農地貸付法に基づく貸付については、制度の適用が受けられるよう所要の措置を早急に講じられたい。

（３）ため池の耐震対策の推進
府域には、１万１千箇所のため池があり、その多くは営農に利用される一方で、都市住民の極めて身近に所在している。このため、大規模地震等によるため池災害から府民の生命、財産を守る「ため池の耐震対策」を一層推進するため、平成23年度に創設された「震災対策農業水利施設整備事業」について、農外想定被害額やかんがい受益面積の要件緩和など、都市住民と農業施設たるため池が安心・安全に共生し、都市地域の実情に応じた更なる制度の充実を図られたい。
（４）ウメ輪紋ウイルスの対策
　　ウメ輪紋ウイルスの感染は、地域における感染状況が異なるため、緊急防除区域指定に当たっては、一律要件でなく地域における発生状況や栽培状況の実情を勘案すると共に、当該自治体等から意見聴取されたい。緊急防除区域に指定する区域は、感染を確認しているウメだけではなく、サクラなどが移動規制の対象となることから、感染樹の補償だけでなく、園芸事業者に対する出荷制限についても、国家的・広域的見地から感染拡大を防止するとの趣旨に鑑み、補償措置等の対応を講じられたい。
　　ウメ輪紋ウイルスの発生区域拡大に速やかに対応できるよう、国と都道府県の役割分担を明確にし、国主体の枠組みの中で、業務量増加に対応できる植物防疫所等の体制を整備されたい。
４．米トレーサビリティ法に係る公表規定の追加
　安価な外国産米に係る偽装販売の事案等に厳格に対応し、類似事案の発生を抑止するため、「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（米トレーサビリティ法）」において、事業者が虚偽の産地情報を伝達する等の違反を行った場合、その事業者名等を公表できる規定を早急に定められたい。
５．動物虐待や生活環境被害発生時の動物の収容取扱 

　本府においては、昨年来、極めて悪質な触法多頭飼育事案に対処するため、最終的には警察当局と連携して事案解決を図ったが、その過程においては、現行法の下での対応を余儀なくされ、早期解決に苦慮した。

　このため、動物虐待や多頭飼育による動物の生命･健康を損なう危機的事態の発生や、騒音・悪臭などの周辺住民への生活環境被害の防止のため、飼養者への強制立入りや飼主の所有権の制限による保護が可能となるよう「動物の愛護及び管理に関する法律」を是非とも改正されたい。

　また、その際に必要な動物の保護･収容のための施設整備や人員確保について、所要の財源措置を講じられたい。

６．大阪湾における適正な栄養塩類の管理
　昨年10月の中央環境審議会瀬戸内海部会において、湾･灘ごと、季節ごとのきめ細やかな栄養塩類の適正管理の必要性が指摘された。
　今後の窒素及びりん等に係る総量削減対策の推進にあたっては、中央環境審議会の知見を踏まえ、大阪湾においても生物多様性・生物生産性の向上の観点も備えた水質保全対策を確立されたい。
　また、その際には、水域ごとの栄養塩類の適正な管理方策についての調査研究や実証実験等の取組みを早急に実施されるとともに、本府をはじめ沿岸自治体と十分な連携を図られたい。

